
                                   
 

 

９月議会一般質問が始まります 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

テロ対策口実の市民弾圧法 共謀罪 名前変えても本質変わらず 
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〒319-1112 東海村村松 2401-2 

電話・FAX  029-284-0761 

Ｅ-ｍａｉｌ  toukai@oona-mieko.info 

9月 13日（火）10時から 

⑪江田 五六議員 〃 

⑫大名 美恵子 〃 

⑬鈴木 曻 〃 

⑭新垣 麻依子 〃 
 

13 日（火）2 番目に大名が行う一般質問項目は次のとおりです 

１．本村教育における部活動の現状と課題は何か 

２．幼稚園・保育所等・学校における遊具、体操器具の必要性と安全

管理について 

３．社会保障改悪構想への対応について 

４．東海第二（原発）の放射性廃液漏れについて 

５．避難計画策定・安全協定の見直しと東海第二原発再稼働問題 

６．激しい降雨による被害対応について 

 

9月 9日（金）10時から 

①植木 伸寿議員 

②笹嶋 士郎 〃 

③村上 孝 〃 

④大内 則夫 〃  

⑤阿部 功志 〃 

 

9月 12（月）10 時から 

⑥清宮 寿子 〃 

⑦岡崎 悟 〃  

⑧寺門 定範 〃 

⑨武部 愼一 〃 

⑩恵利 いつ 〃 
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自民党政権が過去３度にわたり国会に提

出しながら世論の強い批判をあびて廃案と

なった共謀罪。 

安倍政権は、名称を変えて秋の臨時国会

に提出しようとしています。「テロ対策」の

ための法案と強調していますが、実態は最

悪の市民弾圧法です。 

 

 

 

解釈次第で対象拡大 

今回の罪名は「テロ等組織犯罪準備罪」。「テ

ロ」という言葉を冠しています。 

しかし、条文をみると処罰対象は、「４年以上

の懲役もしくは禁錮の刑が定められている罪

を実行」する「組織的犯罪集団」とされており、

「テロ」とは関係なく広範に罰することができ

る内容になっています。 

合意したら犯罪？ 

合意だけで処罰？ 

裏裏ペ

ージ三

見てく

ださい 

うらがわもご
覧ください。 



 

                         ２００５年に国会に出された共謀罪でも対象は、

４年以上の刑が課された犯罪とされていましたが、

政府側の答弁によると罪種は６００を超えます。そ

のなかには万引きやキセル乗車のような凶悪とはい

えないものも含まれます。しかも刑法の量刑は厳し

くなる傾向にある現在では、さらに該当範囲が広が

っているとみられます。 

 

                        これまでの共謀罪では犯罪を実行する「団体」が 

取り締まり対象とされ、市民団体や労働組合も対象

になるのではと強い批判があがりました。そこで今

回は「組織的犯罪集団」が対象としています。しか

し、その認定は捜査当局が行うので、解釈次第でい

くらでも対象を拡大することが可能です。 

 

 今回の政府案では、共謀に加えて、犯罪を実行す

るために資金や物品を取得する「準備行為」が行わ

れていることが犯罪の構成要件となっています。 

 

しかし、条文には「その他」という文言が盛り込まれており、これも捜査当局の考え一つで拡大する

ことができます。 

 

条約批准に必要なし 

共謀罪の導入は、政府が２０００年に署名した国際テロや麻薬対策のための「国際組織犯罪防止条約」

の締結に向けた国内法整備の一環として必要だと宣伝されています。 

しかし日本弁護士連合会（日弁連）の調査によると、共謀罪の制定は締結の絶対条件ではありません。

その国の法制度のままで批准している国がほとんどです。 

日本には、重大犯罪に限って例外的に陰謀罪が８、共謀罪が１５、予備罪が４０、準備罪が９も制定

されています。 

テロ防止に必要な銃器の規制でも、銃砲刀剣類所持等取締法で銃や刀の所持が厳しく制限されていま

す。 

これらの点からみても条約批准は現行でも十分に可能です。共謀罪成立を条約批准の絶対条件である

かのように主張して、国民をごまかす態度は許されません。 

 

いっそう強まる監視 

 共謀罪は、人と人の意思疎通そのものが犯罪となるという「内心の自由」を脅かす悪法です。 

検挙し立証するために盗聴（通信傍受）が多用されることは間違いありません。共謀罪に先んじて先

の国会で改悪された盗聴法は、盗聴できる対象や手段を拡大しています。 

最近、大分県警による野党統一候補陣営への盗撮が発覚しましたが、共謀罪によって盗撮や会話盗聴

（室内盗聴）などあらゆる手段を用いた市民監視が強まる危険性が大です。 

安倍政権は、戦争法に続いて憲法９条を改憲して、「戦争のできる国」へとさらに突き進もうとしてい

ます。共謀罪は、これに反対する市民や団体を弾圧して物言えぬようにするため、四たび持ちだされた

ものです。絶対に通すわけにはいきません。 


